岩手県道路パトロール業務委託特記仕様書

（適用範囲）

第１条　本特記仕様書は、岩手県が公募により実施する令和５年度道路パトロール業務委託（以下「業務委託」という）に適用する。

２　本業務の履行に当たっては、「岩手県道路パトロール業務委託実施要領（公募用）」（以下「実施要領」という。）に基づき実施しなければならない。

３　実施要領に対する特記事項は、次のとおりとする。

　（用語の定義）

第２条　この要領及び特記仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

   (1)  「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理、統括等を行う者で、契約書第３条第１項の規定に基づき、受注者が定めた者をいう。

   (2)  「業務従事者」とは、受注者が業務を履行するために使用している者（管理技術者を除く。）で、「道路パトロール員」及び「道路パトロール運転員」をいい、業務に関わる関係法令、通達及び要領を十分理解し、管理技術者の指揮のもとに適正かつ迅速に業務を実施する者をいう。

   (3)  「道路パトロール員」とは道路パトロール業務に従事する者を、「道路パトロール運転員」とは道路パトロール運転業務に従事する者をいう。

   (4)  「調査職員」とは、設計図書に定められた範囲内において、受注者又は管理技術者に対する指示、承諾又は協議の職務等を行う土木部等の職員で、道路監理員の任命を受けている者をいう。

   (5)  「道路監理員」とは、道路法第71条第４項の規定に基づき定められた道路監理員規程（昭和46年７月６日訓令第16号）により「道路監理員」に任命された職員をいう。

   (6)  「道路パトロール」とは、道路が常時良好な状態に保てるよう、道路及び道路の利用状態を把握し、道路の異常及び不法占用等に対して適宜の措置を講ずるとともに、道路管理上必要な情報及び資料を収集することを目的とし、実施要領第５条から第11条までの規定に定める業務を適正に実施することをいう。
（貸与図書等）

第３条　受注者は、発注者から貸与を受けた図書（道路パトロールに必要な図面等）について、善良なる管理を行わなければならない。また、委託業務終了時には貸与図書等を返却し、調査職員の確認を受けるものとする。

（道路パトロールの実施等）

第４条　道路パトロールは、次の各号により実施する。

　 (1)　本業務委託の道路パトロールは、各月ごとに調査職員が作成する道路パトロール計画表により通常パトロールを実施するものとする。ただし、定期パトロール、夜間パトロール、異常時パトロールなど調査職員の指示がある場合は、この限りではない。

   (2)  道路パトロール車は発注者が準備し、受注者に使用させるものとする。なお、使用に当たっては、「道路パトロール車使用要領」によるものとする。

   (3)  道路パトロール終了時には、道路パトロールの記録を整理し、調査職員に報告するともに、道路パトロール日誌に記載して勤務時間終了時までに提出するものとする。

   (4)  道路パトロールは、原則として道路パトロール員及び道路パトロール運転員により行うものとする。

   (5)  調査職員の指示による定期パトロール等を実施した場合は、発注者、受注者協議の上、必要に応じて業務委託契約の変更を行うものとする。

（業務委託実施計画書）

第５条　受注者は、契約締結後15日以内に、契約書第４条に基づき次に掲げる事項を記載した「道路パトロール業務委託実施計画書」（以下「業務計画書」という。）を作成し、調査職員に提出しなければならない。

   (1)  管理技術者等業務委託に従事する職員の氏名、年齢、経歴等

   (2)  道路パトロールの場所、期日、担当者の配置等の計画

   (3)  その他の業務処理上、確認すべき事項

２　受注者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にした上、その都度調査職員に変更業務計画書を提出しなければならない。

（道路パトロール業務）

第６条　道路パトロール業務は、次の各号による。

   (1)  道路パトロールは、原則として８時30分から17時15分の間に実施するものとする。

   (2)  道路パトロールは、月曜日から金曜日の５日間とする。（岩手県の休日に関する条例（平成元年条例第１号）第１条に規定する県の休日を除く。）ただし、調査職員の指示による場合は、この限りでない。

   (3)  軽維持作業（実施要領第７条）の範囲は次のとおりとする。

ア　その場で短時間に処理できる程度のものとする。

イ　当日の予定コースの巡回が可能な範囲での作業に限るものとする。

（道路パトロール中の措置）

第７条　道路パトロール員は、道路パトロール中において道路等に異常を認めたときは、実施要領第６条による措置を講ずるものとする。

（管理技術者）

第８条　管理技術者は、業務の適正な履行を確保するため、道路パトロール員及び道路パトロール運転員を指揮、監督しなければならない。

（道路パトロールの路線等）

第９条　道路パトロールの路線、区間等は、別記１のとおりとする。

（事故報告）

第10条　受注者は、業務履行中に事故が発生したときは、直ちに調査職員に報告するとともに、調査職員が指示する様式により事故報告書を速やかに調査職員に提出し、調査職員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。
（道路パトロール車の任意保険）

第11条　道路パトロール車の任意保険については、別記２の補償内容以上のものとし、受注者において加入すること。

（打合せ）

第12条　道路パトロール員は、当日の道路パトロールの重点事項について、調査職員と打合せを行うものとする。

２　管理技術者は、月１回、調査職員と業務内容について打合せを行うものとする。ただし、必要ある場合はこの限りでない。
（秘密の保持）

第13条　受注者は、業務を遂行する上で知り得た情報について、第三者に漏らしてはならない。

（その他）　

第14条　その他定めのない事項や疑義が生じた場合は、発注者、受注者の協議により定めるものとする。
別記１　道路パトロールの路線等（第９条関係）

	路線名
	区　　　　間
	実延長(km)

	一般国道１０７号
	遠野市花巻市境～花巻市北上市境
	6.1

	一般国道２８３号
	遠野市花巻市境～花巻市高木
	15.4

	一般国道３９６号
	遠野市花巻市境～花巻市紫波町境
	12.0

	一般国道４５６号
	紫波町花巻市境～花巻市北上市境
	23.3

	主要地方道花巻大曲線
	花巻市高木～花巻市西和賀町境
	31.9

	主要地方道盛岡和賀線
	紫波町花巻市境～花巻市北上市境
	21.4

	主要地方道紫波江繋線
	紫波町花巻市境～遠野市宮古市境
	22.0

	主要地方道江刺東和線
	奥州市江刺区花巻市東和町境～花巻市東和町
	1.1

	主要地方道花巻北上線
	北上市花巻市境～花巻市高木
	3.1

	主要地方道花巻平泉線
	花巻市二枚橋～花巻市北上市境
	22.3

	主要地方道北上東和線
	北上市花巻市境～花巻市東和町安俵
	5.7

	主要地方道盛岡大迫東和線
	盛岡市花巻市境～花巻市東和町安俵
	32.7

	一般県道石鳥谷大迫線
	花巻市石鳥谷町好地～花巻市大迫町亀ケ森
	10.5

	一般県道花巻和賀線
	花巻市大通り～花巻市北上市境
	9.9

	一般県道石鳥谷花巻温泉線
	花巻市石鳥谷町八幡～花巻市湯本
	7.9

	一般県道石鳥谷停車場線
	花巻市石鳥谷町石鳥谷駅前～花巻市石鳥谷町好地
	0.3

	一般県道下宮守田瀬線
	遠野市花巻市境～花巻市東和町田瀬
	11.0

	一般県道志和石鳥谷線
	紫波町花巻市境～花巻市石鳥谷町好地
	1.2

	一般県道花巻空港停車場線
	花巻市花巻空港駅前～花巻市二枚橋
	0.6

	一般県道羽黒堂二枚橋線
	花巻市大迫町亀ケ森～花巻市石鳥谷町江曽
	8.3

	一般県道土沢停車場線
	花巻市東和町土沢駅～花巻市東和町土沢
	0.6

	一般県道八重畑小山田線
	花巻市石鳥谷町八重畑～花巻市東和町前田
	7.7

	一般県道花巻雫石線
	花巻市豊沢～花巻市雫石町境
	7.3

	一般県道南笹間黒沢尻線
	花巻市南笹間～花巻市北上市境
	1.7

	一般県道清水野村崎野線
	花巻市横志田～花巻市北上市境
	6.5

	一般県道中寺林犬渕線
	花巻市石鳥谷町中寺林～花巻市紫波町境
	5.0

	一般県道花巻田瀬線
	花巻市高松～花巻市東和町田瀬
	18.1

	一般県道盛岡石鳥谷線
	紫波町花巻市境～花巻市石鳥谷町北寺林
	3.4

	一般県道東和花巻温泉線
	花巻市東和町土沢～花巻市湯本
	14.6

	一般県道東宮野目二枚橋線
	花巻市東宮野目～花巻市葛
	3.5

	一般県道花巻空港インタ－線
	花巻市下似内～花巻空港インタ－チェンジ
	0.5

	一般県道花巻停車場花巻温泉郷線
	花巻市花巻駅前～花巻市台
	10.1

	一般県道花巻停車場花巻温泉郷線（Ｂ）
	花巻市西鉛～花巻市前野
	0.5

	一般県道山の神西宮野目線
	花巻市山の神～花巻市西宮野目線
	5.8

	一般県道花巻南インタ－線
	花巻市南インタ－～花巻市上根子
	0.6

	一般県道北上花巻温泉自転車道線
	北上市花巻市境～花巻市湯本
	14.1

	一般県道遠野東和自転車道線
	遠野市花巻市境～花巻市東和町田瀬
	2.8

	合　　　　計
	
	349.5


別記２　道路パトロール車の任意保険（第11条関係）

１　任意保険の補償内容

 (1)  対人補償　無制限

 (2)  対物補償額　無制限

 (3)  搭乗者障害　1,000万円

 (4)  車両保険　免責7万円

 (5)  対象期間　令和５年４月１日から令和６年３月31日までの業務期間とする。

※　車両の仕様
道路パトロールカーの仕様は、次のとおり。
 (1)  道路維持用作業車両（道路パトロールカー、８ナンバー）

 (2)  ５ドア車（バックドア含む）

 (3)  排気量　2,000cc以上
 (4)  乗車定員５名

 (5)  ４輪駆動

 (6)  寒冷地仕様

 (7)  レギュラーガソリン使用
　　(注)　上記(1)～(7)については、土木部等が所有し、貸与する道路パトロールカーの仕様を記載すること。　
特記仕様書（個人情報取扱特記事項）
　（基本的事項）

第１　受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る事務の処理又は事業の遂行（以下単に「業務」という。）の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。また、死者に関する情報についてもまた、同様に適正に取り扱わなければならない。
　（秘密の保持）

第２　受注者は、業務に関して知り得た個人情報及び死者に関する情報をみだりに他に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。業務が終了し、又はこの契約を解除された後においても、同様とする。

　（個人情報管理責任者等）

第３　受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」という。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報告しなければならない。

２　受注者は、個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、書面によりあらかじめ発注者に報告しなければならない。

３　個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を適切に実施するよう業務従事者を監督しなければならない。

４　業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。

　（作業場所の特定）

第４　受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注者に報告しなければならない。

２　受注者は、作業場所を変更する場合は、書面によりあらかじめ発注者に報告しなければならない。

　（個人情報の持出しの禁止）

第５　受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出してはならない。
　（保有の制限）

第６　受注者は、業務を行うために個人情報を取得し、又は作成するに当たっては、法令（条例を含む。）の定める所掌業務を遂行するため必要な場合に限り、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を保有してはならない。
　（個人情報の目的外利用及び提供の禁止）

第７　受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報をこの契約の目的以外のために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。
　（漏えい、毀損及び滅失の防止等）

第８　受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
　
（教育の実施）

第９　受注者は、個人情報管理責任者及び業務従事者に対して、次に掲げる事項について、教育及び研修を実施しなければならない。
　(１)　在職中、当該契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。退職後においても、同様とすること。
　(２)　特記事項において業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な事項
　（資料の返還等）

第10　受注者は、業務を処理するために、（※①発注者から引き渡された、又は受注者自らが取得し、若しくは作成した②発注者から引き渡された③受注者自ら取得し、又は作成した）個人情報が記録された資料は、業務完了後（※使用する必要がなくなった場合は、）直ちに（※①発注者に返還し、又は引き渡す②発注者に返還する③速やかに、かつ、確実に廃棄する）ものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、当該方法によるものとする。
　（複写又は複製の禁止）

第11　受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等について、発注者の書面による承諾なしに複写又は複製をしてはならない。

　（個人情報の運搬）

第12　受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を運搬する（※必要がある）ときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任において、確実な方法により運搬しなければならない。
　（再委託の承諾）

第13　受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面により承諾した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。なお、再委託した業務を更に委託する場合も同様とする。

２　受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。

３　前項の場合において、受注者は再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。

４　受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理、監督の手続及び方法について具体的に定めなければならない。

５　受注者は、再委託先に業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、管理及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。
　（実地調査）

第14　発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実地に調査することができる。
　（指示、報告等）

第15　発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。
　
（事故発生時の対応）

第16　受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従わなければならない。

２　発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。
　（（※①仮名加工情報②行政機関等匿名加工情報③匿名加工情報）の安全管理措置）
第17　第１から第５まで及び第７から第16までの規定は、（※①個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）第73条第１項に規定する仮名加工情報②個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）第121条第１項に規定する行政機関等匿名加工情報③個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）第123条第１項に規定する匿名加工情報）を取り扱う事務又は事業の委託について準用する。
　（仮名加工情報の識別行為の禁止）

第18　受注者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当該仮名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、削除情報等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除された記述等及び個人識別符号並びに法第41条第１項の規定により行われた加工の方法に関する情報をいう。）を取得し、又は当該仮名加工情報を他の情報と照合してはならない。
　（仮名加工情報の本人への連絡等の禁止）

第19　受注者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、本人に対して、電話をかけ、郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置若しくは電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪問するために、当該仮名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。
　（行政機関等匿名加工情報の識別行為の禁止）

第20　受注者は、行政機関等匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該行政機関等匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該行政機関等匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。
　（匿名加工情報の識別行為の禁止）

第21　受注者は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは法第43条第１項の規定により行われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。
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